
SurveyPlan Ver7.7.4.1 アップデート内容

１．概要

１－１．次の業務に於いて、端数処理方法を更新しました。
（１）測量業務（国土交通省）
（２）設計業務（国土交通省）
（３）地質調査（国土交通省）
（４）用地調査（国土交通省・地方整備局）
（５）地籍調査（全国国土調査協会）
（６）土地区画整理

※上記以外の業務は補正率及び変化率（以下補正率という）を業務工種毎に乗算
するか、直接人件費に乗算するか選択出来るようにしました。

１－２．補正率の算出を加重平均で行うようにしました。

１－３．補正率及び代価(単価)の算出方法がわかるように、計算式を補正率内訳表
及び代価表に明示しました。

１－４．設定したい補正率のみ選択出来るようにしました。

２．詳細内容

１－１．端数処理

（１）測量業務（国土交通省）

・これまで業務工種毎に補正率を計算、丸め処理していたものを工程毎に補正率
を計算、丸め処理を行うようにしました。

※本システムでは業務工種毎の歩掛表を内訳表、工程毎の歩掛表を代価表と呼ぶ
事としました。

・補正率は小数第２位（小数点第３位四捨五入）まで算出としました。

・単位数量当たり単価の場合、有効数字４桁（５桁目以降切り捨て）としました。

※但し有効数字が４桁に満たない場合、小数点以下を切り捨てるか否かを選択
出来るようにしました。（例：３．７８９円－＞３円あるいは３．７８９円の選択）

・数量に補正を行う場合、補正係数を乗じた設計数量は、小数点第３位（小数点
第４位四捨五入）としました。（測量では現地測量が該当）



（２）設計業務（国土交通省）

・補正率は直接人件費に乗算するようにしました。

・数量に補正を行う場合、補正係数を乗じた設計数量は、小数点第３位（小数点
第４位四捨五入）としました。

・電子計算機使用料を業務工程毎の歩掛に内包しました。

（３）地質調査（国土交通省）

・地質調査のうち調査業務は単位数量当たり単価の場合、有効数字４桁
（５桁目以降切り捨て）としました。

・地質調査のうち解析業務は設計業務と同様の端数処理を行うようにしました。

（４）用地調査（国土交通省・地方整備局）

・補正率は直接人件費に乗算するようにしました。

・数量に補正を行う場合、補正係数を乗じた設計数量は、小数点第２位（小数点
第３位以下切り捨て）としました。

（５）地籍調査（全国国土調査協会）

・補正(変化)率は内訳表で数量と共に補正し、小数点第２位（小数点第３位四捨
五入）としました。

（６）土地区画整理

・補正(修正)率は小数点第４位（小数点第５位四捨五入）としました。

１－２．加重平均による補正率の算出。
・例えば路線測量の横断測量の地域による変化率の場合、次のように距離毎に
地形／地域を入力／選択出来るようにしました。



１－３．計算式を補正率内訳表及び代価表に明示しました。

・次のように補正率の計算式を明示しました。

・次のように代価表の計算式を明示しました。



１－４．設定補正率の選択。
・次のように設定したい補正率のみ選択出来るようにしました。

１－５．補足事項
・予めの端数処理が設定されていない次のような業務は

トップメニューの「４．業務の登録・編集・検索・一覧」の「F5:名称編集」で次の
ように、補正率を業務工種毎に乗算するか、直接人件費に乗算するか選択出来ます。



また、ここで単位数量当たり単価の場合、有効数字４桁（５桁目以降切り捨て）
とした場合で有効数字が４桁に満たない場合、小数点以下を切り捨てるか否かを
選択出来ます。

※この設定を見積書毎に変更する場合は「４．見積書の作成・編集」の「F10:条件
設定」で設定します。

３．アップデートにあたっての注意事項

・これまでのバージョン（７．７．３）でお客様が作成した見積書（データ）
を今回のバージョンに引き継ぐ事は出来ますが、データベースの形式が異なる
ため、「２．既存見積書の呼出・編集」から呼び出したこれまでのバージョンの
見積書を新しい端数処理方法で計算する事は出来ません。

・新しい端数処理方法の見積書を作成する場合は「１．新規見積書の作成・編集」
により見積書を作成する必要があります。

・またこれまでのバージョン（７．７．３）でお客様が作成した見積書（データ）
を「２．既存見積書の呼出・編集」から呼び出した場合、端数処理の関係で見積
金額が多少異なる場合があります。

以上


